
社
債
の
引
受
け
の
限
度
額

社
債
の
引
受
け
の
手
続
及
び
審
査
に
関

す
る
事
項

三

貸
付
け
の
た
め
に
必
要
な
事
業
適
応
促
進
円

滑
化
業
務
に
よ
る
貸
付
け
及
び
利
子
補
給
金
の

支
給
並
び
に
社
債
の
引
受
け
の
た
め
に
必
要
な

事
業
適
応
促
進
円
滑
化
業
務
に
よ
る
貸
付
け
の

内
容
に
関
す
る
事
項

三

貸
付
け
の
た
め
に
必
要
な
事
業
適
応
促
進
円

滑
化
業
務
に
よ
る
貸
付
け
及
び
利
子
補
給
金
の

支
給
の
内
容
に
関
す
る
事
項

四
〜
七

（
略
）

四
〜
七

（
略
）

（
証
明
の
求
め
）

第
十
一
条
の
二
十
一

認
定
事
業
適
応
事
業
者
（
国

際
経
済
事
情
激
変
事
業
適
応
を
実
施
す
る
も
の
に

限
る
。
次
項
及
び
次
条
に
お
い
て
同
じ
。）は
、
認

定
事
業
適
応
計
画
の
実
施
期
間
の
開
始
の
日
を
含

む
事
業
年
度
か
ら
当
該
実
施
期
間
の
終
了
の
日
を

含
む
事
業
年
度
ま
で
の
各
事
業
年
度
終
了
後
一
月

以
内
に
、
主
務
大
臣
（
当
該
認
定
事
業
適
応
計
画

の
認
定
を
し
た
主
務
大
臣
を
い
う
。
第
四
項
及
び

次
条
に
お
い
て
同
じ
。）に
対
し
、
当
該
各
事
業
年

度
に
お
い
て
当
該
認
定
事
業
適
応
計
画
に
従
っ
て

国
際
経
済
事
情
激
変
事
業
適
応
の
た
め
の
措
置
を

行
っ
て
い
た
こ
と
の
証
明
を
求
め
る
こ
と
が
で
き

る
。

（
新
設
）

２

認
定
事
業
適
応
事
業
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ

る
証
明
を
求
め
る
と
き
は
、
様
式
第
十
八
の
二
十

一
に
よ
る
適
合
証
明
申
請
書
（
次
項
及
び
第
四
項

に
お
い
て
「
適
合
証
明
申
請
書
」
と
い
う
。）を
提

出
す
る
も
の
と
す
る
。

３

適
合
証
明
申
請
書
に
は
、
第
十
一
条
の
三
第
一

項
の
認
定
書
の
写
し
（
第
十
一
条
の
四
第
四
項
の

規
定
に
よ
り
変
更
の
認
定
書
の
交
付
を
受
け
て
い

る
と
き
は
、
当
該
変
更
の
認
定
書
の
写
し
）
を
添

付
す
る
も
の
と
す
る
。

４

主
務
大
臣
は
、
適
合
証
明
申
請
書
及
び
前
項
の

書
類
の
ほ
か
、
国
際
経
済
事
情
激
変
事
業
適
応
の

た
め
の
措
置
が
認
定
事
業
適
応
計
画
に
従
っ
て
行

わ
れ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
に
必

要
と
認
め
る
書
類
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き

る
。

（
適
合
証
明
書
の
交
付
）

第
十
一
条
の
二
十
二

主
務
大
臣
は
、
認
定
事
業
適

応
事
業
者
か
ら
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
証
明

を
求
め
ら
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
認
定
事
業

適
応
事
業
者
が
当
該
認
定
事
業
適
応
計
画
に
従
っ

て
国
際
経
済
事
情
激
変
事
業
適
応
の
た
め
の
措
置

を
行
っ
て
い
た
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
認
定
事

業
適
応
事
業
者
に
様
式
第
十
八
の
二
十
二
に
よ
る

適
合
証
明
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

（
新
設
）

（
特
定
中
堅
企
業
者
に
関
す
る
主
務
省
令
で
定
め

る
要
件
）

（
特
定
中
堅
企
業
者
に
関
す
る
主
務
省
令
で
定
め

る
要
件
）

第
三
十
一
条
の
三

法
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
の

主
務
省
令
で
定
め
る
要
件
は
、
次
の
各
号
の
い
ず

れ
に
も
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
と
す
る
。

第
三
十
一
条
の
三

法
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
の

主
務
省
令
で
定
め
る
要
件
は
、
次
の
各
号
の
い
ず

れ
に
も
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
と
す
る
。

一
〜
五

（
略
）

一
〜
五

（
略
）

六

直
前
の
三
事
業
年
度
の
い
ず
れ
か
の
事
業
年

度
に
お
い
て
次
の
い
ず
れ
か
の
要
件
に
該
当
す

る
も
の

六

直
前
の
三
事
業
年
度
の
い
ず
れ
か
の
事
業
年

度
に
お
い
て
次
の
い
ず
れ
か
の
要
件
に
該
当
す

る
も
の

イ
〜
ハ

（
略
）

イ
〜
ハ

（
略
）

ニ

教
育
訓
練
費
（
そ
の
国
内
雇
用
者
（
租
税

特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
四
第
四
項
第
一

号
又
は
第
四
十
二
条
の
十
二
の
五
第
四
項
第

二
号
に
規
定
す
る
国
内
雇
用
者
を
い
う
。）の

職
務
に
必
要
な
技
術
又
は
知
識
を
習
得
さ

せ
、
又
は
向
上
さ
せ
る
た
め
に
支
出
す
る
費

用
で
事
業
再
編
の
実
施
に
関
す
る
指
針
で
定

め
る
も
の
を
い
う
。）の
額
の
売
上
高
の
額
に

対
す
る
割
合
が
次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に

応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
割
合
以
上
で
あ

る
こ
と
。

ニ

教
育
訓
練
費
（
そ
の
国
内
雇
用
者
（
租
税

特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十

六
号
）
第
十
条
の
五
の
四
第
四
項
第
一
号
又

は
第
四
十
二
条
の
十
二
の
五
第
四
項
第
二
号

に
規
定
す
る
国
内
雇
用
者
を
い
う
。）の
職
務

に
必
要
な
技
術
又
は
知
識
を
習
得
さ
せ
、
又

は
向
上
さ
せ
る
た
め
に
支
出
す
る
費
用
で
事

業
再
編
の
実
施
に
関
す
る
指
針
で
定
め
る
も

の
を
い
う
。）の
額
の
売
上
高
の
額
に
対
す
る

割
合
が
次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
そ

れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
割
合
以
上
で
あ
る
こ

と
。

〜

（
略
）

〜

（
略
）

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
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